
・給与等の口座振込申出書（新規）【記入例】

様式第１－１号（総務部人事総室職員業務課用）

福島県教育委員会　様

給与の口座振込について、次のとおり申し出ます。

0 1 2 6 1 0 3 1 0 0 7 6 5 4 3

1 1 9 2 0 2 8 1 1 2 3 4 5 6 7

9 9 0 0 1 9 8 1 0 2 1 9 3 1 5

※Ａ口座については、「その他の控除金（法定外控除）」の振替えにも使用しますので、自由に解約ができない固定口座となります。
　また、やむを得ない理由によりＡ口座変更する場合は、「入力区分」を「２」に見消しで修正し、提出ください。

（単位：千円）

② 0 0 0 0 0 0 0 0 9 9 9 9 0 0 0 0

③ 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 9 9 9 9

0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 9 9 9 9 3 1

※　振込金額内訳欄の記入方法
1　振込金額内訳欄の記入に当たっては、現金～Ｃ口座のうち、いずれか1つに必ず「９９９９」（残額指定）を記入してください。
2　振込金額内訳欄中「給与改定差額」の記入に当たっては、その全額を振り込む場合については、その振込口座（Ａ・Ｂ・Ｃのい
　ずれかを記入してください。また、その端数のみ振り込む場合については空欄にしてください。
3　振込金額内訳欄中「端数振込口座」の記入に当たっては、その振込口座（Ａ・Ｂ・Ｃのいずれか）　を記入してください。
4　登録口座等を取り消す場合は「０」（ゼロ）を記入してください。
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ゆうちょ銀行

別 確認印口座番号

県庁支店

○○信用金庫

東邦銀行

一九八

○○

支店等名
支店等
コード

金融機関名
金融機関
コード

○ ○○○○学校 ○○

カード№
入力
区分

1 1 1

総務部人事総室職員業務課用
給与の口座振込申出書

令和　○年　４月〇日

○

所属コード 職員番号

○○

フリガナ　○○○○　○○○

○ ○ 氏　　名　　○○　　○○

所　属　名

7

印

２枚目の（株）東邦

銀行用のみ押印

所属への提出期限までにＡ口座の確認が間に

合わないときは空欄

ゆうちょ銀行は通帳の2ページ目下部に

記載されている「店番（3桁）」を記入 ゆうちょ銀行は、記号・番号ではなく、通帳の２ページ目下部に記載されて

いる他金融機関からの振込の受取口座として利用する際の内容」を記

入

① 例月給与等の端数（千円未満の金額）については、Ｃ口座に振り込むことにした例

② 例月給与については、Ｂ口座に全額振り込むことにした例（全額一括振込）

③ ６月期末勤勉手当については、Ａ口座に10万円、Ｂ口座に20万円、Ｃ口座に残額を振り込むことにした例

（全額分割振込）

④ 給与改定差額については、Ｂ口座に全額振り込むことにした例

職員番号が6桁版の様式を使用する際は、所属名欄の右

端に職員番号（7桁）の1桁目を記入

担当者の確認印押印は不要



・給与等の口座振込（変更）申出書【記入例】

様式第１－２号（総務部人事総室職員業務課用）
変更用

福島県教育委員会　様

給与の口座振込について、次のとおり変更を申し出ます。

0 1 2 6 1 0 3 1 　 　 　 　 　 　 　

① 　
0 5 1 0 0 1 2 1 0 5 4 3 2 1 0

②
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※Ａ口座については、「その他の控除金（法定外控除）」の振替えにも使用しますので、自由に解約ができない固定口座となります。
　また、やむを得ない理由によりＡ口座変更する場合は、この様式ではなく、「給与の口座振込申出書（様式１－１号）」を使用してくだ
　さい。

（単位：千円）

0 0 0 0 9 9 9 9 0 2 0 0 0 0 0 0

④ 0 0 0 0 0 9 9 9 0 1 5 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 1 5 0 9 9 9 9 0 0 0 0 3 1

　

※　振込金額内訳欄の記入方法
1　振込金額内訳欄の記入に当たっては、現金～Ｃ口座のうち、いずれか1つに必ず「９９９９」（残額指定）を記入してください。
2　振込金額内訳欄中「給与改定差額」の記入に当たっては、その全額を振り込む場合については、その振込口座（Ａ・Ｂ・Ｃのい
　ずれか）を記入してください。また、その端数のみ振り込む場合については空欄にしてください。
3　振込金額内訳欄中「端数振込口座」の記入に当たっては、その振込口座（Ａ・Ｂ・Ｃのいずれか）　を記入してください。
4　登録口座等を取り消す場合は「０」（ゼロ）を記入してください。
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東邦銀行
登
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口
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1 1 2

Ｃ

7 ○ ○ ○

金融機関
コード

口座番号 確認印金融機関名

1

支店等名

県庁支店

種
別

支店等
コード

○○

2 ○○銀行

3

○○支店

職員番号

○

給与の口座振込変更申出書
令和　○年　○月　 ○日

フリガナ　○○○○　○○○ 印

氏　　名　　○○　　○○○ ○ ○

総務部人事総室職員業務課用

○○○学校 ○

所　属　名

押印不要

① 登録口座のＢ口座を変更し、② Ｃ口座を解約（取消し）した

③ 端数振込口座として登録していたＣ口座を解約（取消し）したので、Ａ口座に変更した

④ Ｃ口座解約のため、C口座に登録していた６月期末勤勉手当の残額振り込みを、Ａ口座に変更した

変更なし（空欄）



・債権者登録（変更）通知書【記入例】

別紙１

9 10 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 90 92 94 96 98 ## ## ## ## ## ## ## ## ## ## ## ## ## ##

種別：普通預金　１　　
※　金融機関コード　　給与関係コード表　第56表より一部抜粋

給○

係

学

記入者

計

債　権　者　名　称　（　カ　ナ　）

シウキ ユ

債権者登録（変更）通知書

（所 属 独 自 分）

ヨ ク カ 食

所属長

債　権　者　名　称　（　漢　字　）

作成年月日　　令和　○年４月６日

*

4047JAふくしま未来
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4196
*

会

JA福島さくら
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*

*

*
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*

*
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*
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三井住友銀行

0140 相双五城信用組合

商工組合中央金庫

白河信用金庫
須賀川信用金庫
ひまわり信用金庫

二本松信用金庫
あぶくま信用金庫

1186

りそな銀行

仙台銀行 0512
0509

0122

第四北越銀行

北日本銀行
シティバンク、エヌ・エイ 0401

常陽銀行 0130
0129

七十七銀行
東邦銀行
足利銀行

0125
0126

0034

山形銀行

0118

栃木銀行

0010 1182
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郡山信用金庫
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*

*
セブン銀行

0119
みちのく銀行
秋田銀行

0001
0005

※

コード

0121
*
*

金融機関

0009

みずほ銀行

1188

1 テ イ14 1 5 ○ ○ ー ー゜4 Ｐ○ ○ Ｔ Ａ○1 ○ ヒ4 0 ○ ○2 3 ○ ー エ1
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0 00 71 2 76 40 1
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35
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31 3321

費

控　　除　　金　　項　　目　　名

2食

カード№ 入力

区分 所属コード

6 7 8

入力区分
新規1

1 3 1 7
1 2 3 5

削除3
修正2

0 0 0 0
4

代表者名は記入しない促音・拗音は半角大文字で記入する

半 角 小 文 字 で は エ ラ ー と な る



・その他の控除金入力通知書【記入例】

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94

7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 8 8 8 8 8 8

7 7 7 7 7 7 7

6 6 6 6 6 6 6

1
2
3

その他の控除金入力通知書

　

例２

12

0

11

例３

0

7

0

10

 0

8 9

職　員　番　号 職員クラブ費 ＰＴＡ会費

例４

カード№

5 0 0

1 2 3

○○○

所　  属　  名 氏　　　　　　名

2
例１

所 属 コ ー ド

退職互助会

共 通 項 目

県立高組合費 高教組組合費

労　　　　金 13セット共済

0 0

区
 

分

職員組合費

教養課図書代

所 属 独 自 項 目

0 00 0 5 0

給食費

0　

6

    5

福利負担金

県職労関係費

0  3 0 0

00   0     0 0 0

　 　　　

　 　　 　

区分コード

警察本部

知事部局 　１枚中　１枚目
教育委員会

所属長 係 記入者

作成年月日　　　令和○○年○○月○○日

14

同じ場合は省略記号を

金額は右詰めとし

余白は「0」埋めする

区分コードは

教育委員会 「２」

例 １ 新規入力の場合

例 ２ 新規入力で例１と入力項目及び金額が同じ場合

例 ３ 所属独自項目6を金額変更するが、例１・例２と同じ金額を入力する場合

例 ４ 所属独自項目8を「0」クリアする場合

※ 一度入力したデータは引き継がれるため、金額を変更する場合のみ、該当

項目欄に金額又は省略記号を記入して、入力する



1 ．個人・法人等共通 西暦 年 月 日

フリガナ

アルファベット名（ない場合、本国カナ氏名） 国籍

（ ）

　□会社役員／団体役員 □6.主婦 　□農業／林業／漁業 □ 卸売業／小売業
　□会社員／団体職員 □7.学生 　□製造業 □ 金融業／保険業
　☑公務員 □8.退職された方、無職の方 　□建設業 □ 不動産業

　  ☑願います 　□個人事業主／自営業 　　　年金生活者 　□情報通信業 □ サービス業
　□パート／アルバイト等 □9.その他 　□運輸業 □その他 （　　　　　　　　　）

　□生活費決済 □融資 　□ 商品・サービス代金
　□事業費決済 □外国為替取引 　□ 融資・貸付・借入返済
　☑給与・年金受取 □その他 　□生活費

　 ☑願います 　□貯蓄・資産運用 （ ） 　□その他 （ ）

(注1）個人はご署名、法人は記名押印をお願いします。

2 ．法人【特定法人(注3)の該当性⇒上場法人等に□該当しない　□該当する】※組合の場合、別途「CRS届出書」を提出願います。
＜実質的支配者の確認＞

％ ％

％ ％

％ ％

(注2)外国の法令で一定の基準によって所得税・法人税に相当する税を納付すべき国 (注4)「議決権の50%超を保有する支配法人」を通じて議決権を保有していること

(注3)上場法人、国・地公体、公共・公益法人、金融機関等以外の法人 (注5)外国政府等において重要な公的地位にある個人(あった個人)およびその家族

＜判定フロ－＞

　宗教法人、医療法人　等

＜取引時確認＞　※下記甲～丙の該当欄に「類型番号一覧」（事・預金総則180）の書類番号／書類名を記入する。

甲 乙 25％超の株式保有者等の確認書類 　丙　資産収入状況の確認

書類

　□該当する

法人とのご関係

□大口債権者

　国名（　　　　　　　　　　　）
　重要な地位（　　　　　　　　　）
　地位者との関係（　　　　　　　　　）

直接

お取引に際してのご確認（申告シート） 兼 特定取引を行う方の届出書（新規・任意）

　 私／当社は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律（犯収法）」「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法
の特例等に関する法律（実特法）」「米国の外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）」等に基づき、確認書類を提示のうえ下記情
報が正確であることを認めます。また、居住地国に変更が生じた場合は、３ヶ月以内に異動届出書を提出します。

年　　　月　　　日

国名（　　　　　　　　　　　）

外国における重要な公的地位の該当性（注5）

　　□該当しない 　国名（　　　　　　　　　　　）
　重要な地位（　　　　　　　　　）
　地位者との関係（　　　　　　　　　）　　□該当する

生年月日・設立月日
住　 居
所在地

外国における重要な公的地位の該当性（注5）

お取引
の目的

※該当項目に

事業内容

地位者との関係(　　　　　　　　　　)

法人とのご関係

重要な地位（　　　　　　　）

□日本以外⇒｢CRS届出書｣を提出願います

□日本

20

□会長職/創業者

フリガナ

個人（個人事業主を含む）

大口現金取引等口座開設等

法人等（法人格のない団体を含む）

ご職業／

外国における重要な公的地位の該当性（注5）

氏名

住居

有無

氏名

住居

生年月日

実
質
的
支
配
者
の
本
人
特
定
事
項

氏名

議決権割合(資本多数決法人)

間接(注4)

生年月日

年　　　月　　　日

フリガナ

フリガナ

ご署名

議決権割合(資本多数決法人)

電話番号　　　　-　　　　　-　　　　　

（　　　　　　　　）

取引名義人の代理人

法人とのご関係

□大口債権者

□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

生年月日

年　　　月　　　日

居住地国（注2）の確認

　□該当しない

□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

住居

取引名義人の

氏名／名称
(注1)

年　　　月　　　日

直接 間接(注4)

議決権割合(資本多数決法人)

※該当項目に

□大口債権者

□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　C．法人を代表し、そ
   の業務を執行する
　 個人（代表取締役
等）

外国における重要な公的地位の該当性（注5）

　　□該当しない 　国名（　　　　　　　　　　　）
　重要な地位（　　　　　　　　　）
　地位者との関係（　　　　　　　　　）　　□該当する

事業内容の確認書類
（株式会社） 本人特定事項

□会長職/創業者

□会長職/創業者

取引目的

（個/法/法団）

　　□該当しない

  一般社団・財団法人・学校法人

直接 間接(注4)

　　□該当する

A．事業収益・事業財産の25%超
の配当・分配を受ける個人がいる
　□　YSE⇒該当個人

　
　B．出資・融資・取引その他の
　関係を通じて事業活動に支配
　的な影響を有する認められ
　る個人がいる
　　（例：大口債券者、会長、
　　創業者等）
　　□YES⇒該当個人

A．直接または間接に25%超の議
決権を保有する個人がいる
　□　YSE⇒該当個人

　＜資本多数決法人＞

　株式会社、有限会社

　投資法人、特定目的会社等

　＜資本多数決法人以外の法人＞

　合名会社、合資会社、合同会社

職業
（個）

事業内容
（法団）

銀行使用欄


